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陳情第 495 号　
「協同出資・協同経営で働く協同組合法（仮称）の速やかな制定を
求める意見書」採択を求める陳情
意見書第 3 号　
「協同出資・協同経営で働く協同組合法（仮称）」の速やかな制
定を求める意見書
　今、地域の様々な課題を解決するため、地域に密着した公益性の高い活動が、NPO（特定非営利活動
法人）、協同組合、ボランティア団体などによって事業が展開されている。
　しかしながら、そのひとつである「協同労働の協同組合」には、現在、法的根拠がないため、社会的理
解が不十分であり、団体として入札・契約ができない、社会保障の負担が働く個人にかかるなどの問題が
生じている。
　よって、本議会は、「協同労働の協同組合」の活動の支えとなる「協同出資・協同経営で働く協同組合法（仮
称）」の速やかな整備を求めるため本案を提出する。

あて先　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、厚生労働大臣、総務大臣、経済産業大臣

朝鮮民主主義人民共和国の地下核実験実施に対する抗議決議

　５月２５日、貴国が実施した地下核実験に対し、西原町民を代表して厳重に抗議する。

　西原町は、１９８５年１２月１８日に「西原町非核反戦平和都市宣言」を行い、世界唯

一の核被爆国民として全ての戦争を否定し、人類の生存を脅かす核兵器の廃絶を叫ぶとと

もに恒久平和の確立を目指して全力を尽くしてきた。

　貴国は、２００６年１０月にも国際社会の制止を無視して、核実験を強行し孤立を深め

てきた。核実験の自制を求める多くの要請を拒絶し、核実験の強行に至ったことは、全世

界の人々の平和への願いを踏みにじる行為であり、極めて遺憾なことである。

　核兵器の開発、維持及び強化を目的とした核実験は、人類の生存と地球環境に重大な影

響を与え、核兵器廃絶を求める国際世論を無視する行為であり、絶対に容認することはで

きない。

 　ここに西原町議会の名において、今回の核実験に対し厳重に抗議するとともに、今後

核兵器の開発を即時中止し、及び強化を目的とした核実験の計画を撤回するよう強く要求

する。

以上、決議する。
２００９年６月１７日

沖縄県西原町議会

あて先  朝鮮民主主義人民共和国 国防委員会委員長　金　正　日　殿
かがみをつけて
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、外務大臣、防衛大臣 

陳情第 496 号
「３０人以下学級完全実現」のための陳情

意見書第 4 号
「３0人以下学級」完全実現のための意見書

　教育現場では、就学援助児童生徒の増加、保護者等の多様なニーズ、子どもたちの学力格差の拡大など、
ますます困難な状況が現れてきている。
　このような状況に対応し、子どもたちに最善の教育環境を提供するためにも、学校現場における「３０
人以下学級」の完全実現は急がれる課題になっている。
　よって、本議会は、小学校３年生以降、中学校も含めて「３０人以下学級」完全実施を早期実現し、教
室配置等の条件整備を市町村教育委員会と協力して実現することを求めるため本案を提出する。 
あて先　沖縄県知事、沖縄県教育長

陳情第 497 号
義務教育国庫負担堅持及び２分の１復元を求める陳情
意見書第 5 号
「義務教育費国庫負担制度」の堅持に関する意見書

　政府は、昭和６０年度以降、義務教育費国庫負担制度の見直しを行い、義務教育に係る経費を相次いで
一般財源化してきた。
　このまま一般財源化が進む事態になれば、もともと零細な地方財政を圧迫するだけでなく、教育予算の
削減につながり、ひいては教育水準の低下や地域間の不均衡を生じさせるおそれがある。
　よって、本議会は、義務教育費国庫負担制度が引き続き堅持され、教育の機会均等と教育水準の維持向
上が図られることを求めるため本案を提出する。 
あて先　内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、沖縄及び北方対策担当大臣
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受理番号 件　　　　　　　　　名 審議結果

陳情第492号 　細菌性髄膜炎ワクチンの公費による定期接種化を早期に求める要請書 配　　　布

陳情第493号 　「気候保護法（仮称）」の制定を求める意見書の提出について 配　　　布

陳情第494号 　学校給食に安心安全な環境保全型農業で生産された農産物の使用促進に関する陳情 配　　　布
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